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論文
競争均衡と固定価格
?
保 郎
1. はじめに
価格が自由に変化し，需給が均衡する点で価格が決定される競争均衡経済の
場合と，価格が固定されており，その計画量の多くの部分が実現することのな
い不均衡経済とが混在する場合を考え，その均衡がどのように決定されるかを
考察する。また，条件付最大を満足する K均衡は， 競争均衡の条件の 1つで
あるコアの外にあることを証明する。また価格の一部が固定された場合，もは
やミクロ的分析の単なる総計によりマクロ的結果を導くことは出来ず，貨幣
（あるいはニュメレール）の存在により，一層高い選好指標水準に経済が到達
出来ることを証明したい。
2. モデル
議論を簡単にするために，生産の存在しない純粋交換の世界を考えて行くこ
ととする。 消費全体の数は l人であり，有限個である。 また財貨の種類は
n+lであって， このうち第0財は貨幣（ニュメレール）であると考える。消
費主体 iは初期保有量 w'EW+"+1cM十叶1を持って市場にあらわれ自己の満
足の最大化を求めて互いに交換を行う。ただし M+n+1Iまn+l次元のハウス
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ドルフ空間の非負象限であり，ハウスドルフ空間とは次の定義を満たすもので
さる。
定義 1 
位相空間がハウスドルフであるとは， p と qが空間に所属する 2点である
とすれば， p に対する近傍 Sと qに対する近傍 Tが存在して， SnT=</Jと
なることである。ただし¢ は空集合である。
消費主体で初期保有量がゼロであるものは，ここでは交換に参加出来ない。
したがって消費主体 iの初期保有量は半正 (semiposiive)の条件を満足する
ものとする。
w;>O V-iE A (1) 
ただし A は (1)を満足する消費主体の指数集合である。ぷ，ゲがそれぞれ
需要ベクトル，超過需要ベクトルであれば
zi=ぶ-w; V-iE A (2) 
となる。ゞ>O,w;>Oである点を考慮すると，消費主体 iの超過需要がは次
の空間の要素であるのがわかる。
zi E -{wり+M+n+1=Z! (3) 
ここでグを第 i主体の超過需要集合と名付けることとする。グはこの集合
の上で次の選好関係 ~i を満足するものとする。
公理 1 
i) z1;?::,z1, Vz'E zi 
i) zir, z1'E Z' に対して Z怜こ,z'• か， z1';?::1zirのいずれかが成立する。
ii) zir ;?::z", z'•;;:;, z1であれば， z'r;?:、zitとなる。
iv) {zりz">-,z'r}及び {z'rlz'r>-,z'}は Vz''EZ'に対して開である。
（選好の連続性）
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これらの性質を満足する (z兄 zi•) の集合をクで示す。このような超過需
要集合上で定義された選好関係に対して，次の 2つの公理を置く。
公理 2 
選好関係は単調的 (monotonic)である。
公理 3 
選好関係は狭義の凸状性を持つ。
公理 2 は Z兄 zi•E Mn+l に対して zi'>zi• であり， zi'=f=zi• であれば，狭
義の選好関係 zi'>-;zi• となるのを示したものであり，公理3は無差別曲線が
描ける場合には（ここでは広く，その他の場合にも適用しうるものとして議論
は展開されている），それが原点に対して狭義の凸となること，あるいは better
setが凸集合であるのを示したものである。
公理 4 
効用指標関数 Uとは n+l次元空間の 1点から 1次元空間の 1点への点対点
連続写像であって， zir~;zis となる場合， その場合に限って u(zir)L u(zi•) 
となるものである。
仮定 1 
消費主体 iの効用指標関数がは擬凹関数である。すなわち ziが凸集合で
あれば zir'zi•E z;'zir :/=z;• となる zir,zi• に対して
u(azir + (1-a)z;'):::C:min 〔瓜zir),u(zり〕
O<a<l 
が成立する。
?
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ここでの交換経済とは交換の主体である消費主体の集合 Aの要素 9とそれ
ぞれが持つ選好関係と初期保有量，需要量によって定義しうる。 w'とゞとは
z'の中に含まれるから，次の定義を得る。
定義
?
交換経済 gとは主体の集合 Aから主体の特性を示す集合 &1xzn+1への写
像である。すなわち
ぶ： A→&1xzn+1 
あるいは
ぷ： = {(~、， lDI, Z"+1)}~=l 
3 ． コ ア
これは消費主体の部分集合 BCAのことであ
る。この部分集合 Bの中に次の条件を満足する :t'が存在する時，がはプロ
次に結託の概念を規定する。
ックされると呼ばれる。
:Ez£'=O 
狂 T
ョiEA
． 
1) L!z~=O 
hET 
ii) z1'~,z1, 
ii) zl';::;、ゲ
(4) 
(5) 
V-iEA 
定義
?
プロックされない z'の集合はコアと呼ばれる。
4. 不均衡解とその性質
ここでの経済はすべての財の価格が外生的な圧力で固定されており t, 当該
期間中は変動がなく， この価格が競争均衡価格と一致する時には，その財貨市
場は完全に清算される。 しかし，そのような場合はまったくの偶然であって，
↑ この仮定は定理3でゆるめられる。
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実際に起ると考えられるのは，超過需要がゼロとならず，それが正の財貨は売
手だけが計画量を販売出来，買手はその価格で望むだけの量を購入出来ない。
また一方超過需要が負になる時には買手だけがその計画量を実現出来るのであ
る。（〔6〕）ここで価格とは次の定義にしたがうものを指す。
定義 4 
価格とはニュメレールで測られた相対価格である。
また，このニュメレールは次の機能を持つものとする。
公理 5 
ニュメレはール価値尺度機能のみならず，交換の媒介機能をも有するものと
する。
公理 6 
価格を固定された財貨は，如何なる場合でも，その価格で交換される。
結託が形成された場合，その中で行われる財貨の交換は非価格的なものであ
るが，ここでは定められた価格（交換比率）で，そのような場合でも交換が行
われることが要請されている。
さて，価格ベクトルを P で示せば，消費主体 i は p•z'~O の条件の下に，
合理的な最大化行動の結果達成しうる超過需要の計画量をがとしよう。だが
実際には不均衡が生じるために，この量は達成出来ないかもしれず，市場全体
でのその財貨の需要量・供給量を比較して，少ない方が実現可能となる。主体
iと主体 jが現実に取引を行った超過需要量をが， ziで示せば，第 h財に
ついて
（サー zL)CzL-社)2:0 ? ?
?
?? ?
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とならねばならない。この場合
が切が， zl>-;zl(i, jE A, h=l, 2, …， n) 
の両方，あるいは一方が需給の一致しなかった財に関して生じる。
定義 5 
k 均衡とは（乱が，が）からなる集合である°ただし，ず，がは消費主
体が与えられた価格Pの下で選択しうるがの下限及び上限である。
さて，ここで消費主体 iは第 h財に関しては供給者 (hES;), また第 K財
に関しては需要者 (kED;)であると考える。その効用指標関数が(zりとす
れば P•Zi~O, z1:Z: 叶(hES;), z1~z1 (kE D;)の制約の下に擬凹の効用指標
関数が(zりの最大を求めればよい。すなわち
maxが(zり
s.t. -p•ziLO 
g1(zり =zi-~!LO (hE S;) 
品(zり＝叶一ziLO(kE D;) 
必(z1)L0 (rEl:S1, D;) 
(7) 
となる。 その結果， Ao,知・・・， Am(m:s;:n) をラグランジュ乗数とすれば，
解の条件として次のものを得る。（〔2〕）
u知（が）→oP叶 A,gf=O 
” :Ez如Cu~(が）一 J.oP,丑品’〕＝〇
•=O (8) 
祖~(z')=0 
A,:: ゜
au; ag; 
ただし u!:=一----,--, t,': =---;-i=l, ・・, I; s=O, 1, ・・, nである。
az~az~ 
?
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定議 6 
微分可能多様体 Mn+iは次の条件を満たすものをいう。
i)か+1はハウスドルフ空間である。
0 0 O 
ii) Mn+1は可算個の開集合の基を持つ。すなわち uUL=zi C Mn+lo 
kEN 
ii)各ばに対して同相写像炉：ut→ vtが存在する。ただし ViIまn+l
次元ユークリッド空間の部分集合で，開円板と同相なものである。
iv)ばnば+"'ならば， 2つの同相写像 L;と炉とを組合せて得られる
L,fr戸は微分可能写像である。ここで¢ は空集合である。
定義 1 
けの座標に関する L;,fr―1/ の一部分の偏微分係数が炉(zりでゼロになる
o. 
とき， z'は L;の疑臨界点であると言うt。
゜さて L'の定義域がをカバーする utを2つの族に分け U! と u~ とす
る。 U!に所属しているがに関して Uは微分可能であるが， UJに所属し
ている z'に関しては定義域内で臨界点に到達し得ないものとしよう。すなわ
0. 0. ち z'EU~ に関しては L'(z')=L'炉'i(zり=Oとなるような z'存在するが，
0. 0. 
z'EUbにはそのような z'が存在しない。さて
z゜'E (U~nup (9) 
とすれば，写像
炉• o. . . z'→ z' (10) 
が存在する。ここでがは需要者では z~ED; が，また供給者では zLES; が
↑ Liは微分多様体間の写像fとJiy,-ー11 からハウスドルフ空間への写像 g との合成
写像 Li=尻fである。
7 
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ある値に固定され， それらに関して炉は定値写像となっている。ここで L'
は
L'炉―'=L'ifr-'1(zt, zL・・・, z~, が) (11) 
であるとする。また U は効用指標関数であり
が＝が(ztzL…， zD 
゜となる。そうすれば，疑臨界点が近傍でがの変化によって生ずる効用指標
の増減は次の式によって示されるのが容易に証明される↑。
が(zi')ー が（が）＝盆（塁）(Z;thー が） (12) 
さて次の定理が今や証明可能となった。
定理 1 
k均衡はコアに所属しない。
証明
z'が集合グの内点の要素であるとすると，効用指標関数がはその定義域
内で微分可能となる。次に， 1番簡単な場合から証明を始めることにしよう。
i, jEAの2人の消費主体を選び，財の種類をニュメレールを含めて 3種類で
あるとしよう。主体 iに対しては名!=z!=一社(iは第2財の供給者）となっ
ていると仮定する。 このような消費主体 iを供給者と呼ぶこととする。 また
jが需要者でありゑ｛＝ゑf=-z{となっている場合を考える。したがって，第
1財についてはその超過需要の上限を jが，第2財についてはその下限を i
が意識した上で最大化行動をしなければならない。だから， この 2財貨の上
限，下限は 2人の消費者の行動を制約することになる。ただし上限，下限は各
消費主体が，与えられた価格で最適化行動を取った場合に得られる需給量から
↑ 〔5〕chap・3,〔2〇〕 chap. 4 
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算出される。価格は均衡値ではないから，この量は必ずしも実現しない。した
がって，消費主体 iのラグランジュ関数を L;とすれば，それぞれ iとjに
対して
L;</i―”＝が＋ん(-p•z;) +店（えi-zD+ 店 (z~ —名D
Li<ti―''=u1+.i. も (-p•zり+;.{(ゑ{-z{)+.:i{Cz{-g{) 
となる。したがって iは
(13) 
(14) 
叫 =l~
叫—Pi叫 =0
u~-P2叫<o
????
(15) 
が成立するように行動する。それに対してiは需要者なのであるから次の条件
を満足するように行動しなければならない。
叫＝え{
叫—P1u~<o
叫ー P2ub=O
? ?
(16) 
さて， iもjも自己の現在の状態を改善しようとして，消費可能集合内の他
の点で制約条件を満たすがI'zi'に移動したとしよう。この移動が固定価格に
よる交換であることを確認するために取引ベクトル
-Pi -P2 
e1= 1 , e2= 0 
0 1 
を考える。そうすると
zi'-zi=a1e吐咋e2
(17) 
(18) 
ただし a1~0. a2<{0である。 zl'ー が＝ー(z;'-zりであるから
zi'ー が＝一a炉ーa記 (19) 
2 が成立する。が(z'')~が(zりであるためには (12)より ェ(aL; h=O azf) (zr -zL) 
~o とならなければならないから，この 2 つの財ベクトルの選好指標水準を比
， 
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較するには次の式の正，負を調べればよい。
ct1 (u; -P1u~) +ct2 (u~ 一加u~)}>O
1 
-ct1(u{-P1uも）一咋(u{-P2uも）}>O 
ct1加＋咋加=0
、•、
(20) 
両式とも正となるので， zi'>-;zi,zi'>-; がとなり， K均衡はプロックされるこ
とになる。一方が需要者であると同時に供給者であれば，そのものだけの選好
水準を高めることになり，またニュメレールと交換される場合には，一方だけ
の地位の向上がおこることになる。
次に議論を一般化して，消費主体 iがzi,hED; に関しては需要者であり，
zt. kE S; である財貨に関しては供給者であると考える。そうするとすべての
iE A に対して (21)が成立する。
:E ah(ui-h叫）)>O
hED; 
区がui-P叫）}>O 
kES; 
???
(21) 
であって，少なくとも D;=/=<I>か S;=/=</>が成立する。したがって
” 
~ah(ui-Phu~)~O 
h=l 
(22) 
が成立する。すなわち
i'>-;i, 3iE A 
となり， K均衡はブロックされることになり，コアに所属しない。
QED 
さて， この新しくみつかった K掏衡よりも選好水準の高い均衡に名前を付
けておくことにする。
定義 8 
固定された価格がすべて正で，少なくとも 2財貨およびニュメレールを含む
交換を通じても，それ以上効用指標水準を増加し得ない均衡を X均衡と言う。
10 
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さて次に X均衡の存在を証明したいのであるが， それに先立って効用指標
関数について次の仮定をおくことにしたい。
仮定 2 
ヽ＝が(ztzL …， z~) が効用指標関数であれば消費可能集合 zi の任意の
要素 z'EZ; に対して
咋(zi)= がCz~, 司,…， zい， zt, zt+1• ・， 吐） (23) 
(h=O, 1, …, n) 
が成立するように分解しうる。
補助定理
x均衡は存在する。
証明
ここでは社会全体について考えて行くことにする。
I I 
工xi=x,E wi=w, 、=l i=l 
工z'=zとおき，ー {W}+JP++lを社会的な消費集合とする。 このうち， P•Z
i=l 
類により出来る zの集合との共通集合を社会的消費可能集合名とし，また
各消費主体は p•z':;;;:o の制約の下にが E? を選ぶものとする。その zEその
中から任意の Zを選んで，各消費主体 iにzi(h=O, 1, •··, n)を割り当て
たとする。このうち ziのみを消費主体 iが， 自己に課せられた制約の下に，
社会的消費可能集合グから自由に選びうるとすると，社会全体の分解された
効用指標関数は次のベクトルで示しえることとなる。
u訳zl)
Ua(zl)= Iuば烈） (24) 
心(z')
11 
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仮定1によって効用指標関数は連続の擬凹関数であるから，社会的効用指標：
関数ぽ(zりも連続の擬凹関数である。一方定義から Zは凸のコンパクトな
集合である。したがってワイエルストラスの定理 (Weierstrass Theorem) 
によって
Uz(z~*) =max Uz(z~) 
h 
(25) 
が存在する。さて Uは各主体に割当てられた (n+l)次元空間の要素 z',す
なわち全体では (n+l)xl次元空間から 1次元空間への写像である。 したが
って， Uz と zt を与えれば，そのうちから z~* を決めることが出来るから，．
z~ を含む 2が決定される。この ztから zt*含む写像を Sで示すと，合成
写像 F=S•頃は
F:IIZ'→ IZ' 
I - i -
となり，連続写像である。定義域は凸でコンパクトな集合であるから，プラー
ワーの不動点定理によって
z*=F(z*) 
z*=国＊，…， in*〕
となる点が必ず存在する。
定理 2 
(26) 
(27) 
QED 
固定価格経済で，ニュメレールが存在する場合，個々の主体に分解して得た
分析の結果と，経済全体を同時に分析して得た結果との間には差異が生ずる。
証明
定理 1と補助定理によって， K 均衡と X均衡が一致しないので，定理の主
張は明白である。
QED 
12 
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さて次に n+l個の財市場を 2つに分け， このうち 0, 1, ・・, m (lS:m 
~n) に対してはその価格が固定されており， m+l, …，”の財市場に対して
は完全競争の下にあり，需給量が均衡する点で均衡価格が決定されるものとす
る。このような経済の下で達成される均衡を 9均衡と呼ぶこととしよう。
定理 3 
9均衡は存在する。
証明
x均衡の消費可能集合そcMm+iと完全競争市場での可能な価格集合 PC
Af(n-m)+l を考えることとしよう↑。そうするとそも Pも凸のコンパクトな
集合となる。 Gと H とがそれぞれ ?xPに所属するコンパクトな集合である
とする。次に完全競争市場と固定価格市場とを分離して考えて，完全競争市場
では均衡状態にあるものとする。また固定価格市場では X均衡にあり， 第0
財を除外すれば
“ ‘ 工 Phd~O (z!= :Ezi*) 
h=l i=l 
(28) 
となっている。
”’ :EPhzf: =M 
h=l 
(29) 
とおけば， ーM は価格を固定した場合の計画上のニュメレールの超過供給で
ある。しかし，これは必ずしも一z~ とは一致しない。 MとZoは次の不等式
を満足している。
02-zお2M (30) 
z~ は z* が決まると一義的に決定される。一z~-M は完全競争市場での第 0
財の超過需要を通じて，その市場のすべての均衡量と価格に変化を与えるが，
↑ ニュメレールは完全競争市場でも第0財として導入されている。
13 
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結局はある水準に落ちつくことが不動点定理により保証されることになる。例
えば (n-m)+l次元シンプレックスの要素となるよう調整された均衡価格
qE sc• ―箪）+1 に対して
,fr(q)=l-(sign zh(q, z*)) . . •. 1
ただし Zh~Q の場合 (sign Zh) = -1 
Zh~Q の場合 (sign zh) = + 1
h=(n-m)+l, …, n 
これによって決まる新しい価格を ijとすると
(31) 
q=l/>(q)= q十y(q)
1十y(q)J
J= Il, 1, …, 11' 
(32) 
となり， 合成関数¢ は連続関数であるので不動点を得ることになる。
新しい均衡価格 ij*で示すこととする。第0財はニユメレールであり，
これを
その価
格は常に 1であるから， 超過需要関数の零次同次性を利用して，
p*を求めると次のようになる。
p*= ¥1, 年年…五1qt•~· •qt\ 
新しい価格
(33) 
したがって，そに所属する z*を決めると PEPとなる
て Pの集合 Gz*は非空で凸の集合となる。また p*EPに対して
(z*, p) EGに対し
(z, p*) 
EHとなるような zE名の集合 Hp*非空で凸である。したがって，角谷の第
2定理（いわゆるノイマン定理）より両者には共通集合が存在し， その中に不
動点 (z*,p*)が存在する。ここで (z*,p*)は 9均衡の解である。
QED 
5 ． ? ?
以上の結論は 3つの定理として示したのであるが， ここで特に強調したいの
は，もし財貨の価格で固定されたものがあれば，もはや普通のミクロ的方法で
14 
競争均衡と固定価格（神保） 281 
の分析とマクロ的分析の結果は必ずしも一致しない。またニュメレール（ある
いは貨幣）の存在は個人がより高い選好指標水準に達するのを可能とし，単な
るベールではない。そして (30)の不等式が成立し，経済の一部に固定した価
格が存在する場合には，部分完全競争市場では一般に価格の下方硬直性が見ら
れるであろう。
6. あとがき
この論文は昭和52年度の理論経済学会全国大会で報告され，慶応大学の川又
邦雄先生から，まことに有益なコメントを載き，大きく内容を改める結果とな
った。何らかの見るぺきものがあれば，これは全く先生のお蔭であり，ここに
深く感謝の意を表したい。また大阪大学の熊谷尚夫先生からはセカンド・ベスト
理論の立場からの示唆を戴いたが， ここに何ら取り入れることが出来なかっ
た。これはまった＜筆者の怠慢によるものであって，ここに深くお詫びしたい
と思う。
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